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コラム ピクトグラムを活用したアレルギー 

コミュニケーションシート 

-保健所、東京都- 

アレルギーコミュニケーションシートは、飲食店においてお客様のアレルギー食材

を間違いのないよう確認するとともに、お客様にその食材の使用の有無等を正確に伝

えるために使用するものです。 

シートは外国人の方でも利用できるように、日本語だけでなく、英語、中国語、韓

国語でも記載してあります。これらの言語が理解できない方ともコミュニケーション

が取れるように、ピクトグラム（絵文字）も使用しています。 

また、東京都の食品安全情報サイトの「食品衛生の窓」では、英語、中国語、韓国

語のほかに、タイ語、フランス語、スペイン語、ドイツ語、ロシア語に対応したコミ

ュニケーションシートも掲載しています。以下のリンクからダウンロードができます

ので、印刷してご活用ください。 

 東京都アレルギーコミュニケーションシート 検 索 

アレルギーの該当する食

材が含まれていないメニ

ューの紹介や該当する食

材を除去できるメニュー

について、文章を指差し

することでお客様に伝え

ることができます。 

お客様にアレルギー食材を

記入していただくことで、

間違いのないように確認す

ることができます。 

また、お客様と接客係、

接客係と調理係とのコミュ

ニケーションにも活用でき

ます。 
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第３章 災害対策 

◆ 災害時保健医療対策 ◆ 

現    状   

平成 23 年の東日本大震災、令和 6 年の能登半島地震などの自然災害においては、多くの

人的被害が生じるとともに、医療施設の損壊や電力供給の停止等により診療継続が困難にな

るなど、極めて深刻な状況が生じました。国は、東日本大震災の教訓を活かし大規模広域災

害に対する即応力の強化や住民等の円滑かつ安全な避難の確保を図るため、平成 24 年及び

25 年に災害対策基本法等を改正しました。また、頻発する自然災害に対応して、令和 3 年に

災害対策基本法や災害救助法等を改正し、避難勧告・避難指示の一本化など、災害時におけ

る円滑かつ迅速な避難の確保や実施体制の強化を図りました。 

東京都は、平成 26年に東京都地域防災計画（震災編）を改定し、災害医療体制等を含めた

計画全体の見直しを図りました。また、令和 5 年も改正災害対策基本法等の反映や、令和４

年に公表した「首都直下地震による東京の被害想定」で明らかになった新たな震災リスクか

ら都民の生命と暮らしを確

実に守るため、東京都地域

防災計画（震災編）の改正

を行いました。 

当圏域は、平坦で地盤が

固く、大きな河川がないた

め、風水害などの自然災害

においてリスクが比較的低

い地域です。しかし、令和

4 年の被害想定（多摩東部

直下型地震）においては、

死者数約 280 人、負傷者数

約 3,800 人など、多くの人

的被害が発生することが想 

定されています。     

多摩東部直下地震 （規模）マグニチュード７．３ （気候条件）冬・夕方・風速８m/s 

資料：東京都防災会議「首都直下地震等による東京の被害想定」（令和 4 年） 

うち重傷者

4,986 81,609 11,441 3,299 2,755,568 4,151,327

1,217 19,502 2,671 802 602,162 475,594

279 3,804 598 209 116,788 47,028

資料：東京都防災会議「東京都地域防災計画　震災編（令和5年修正）」

東京都

多摩計

当圏域

死者数
負傷者数 要配慮者

死者数
避難者数 帰宅困難者数

○ 多摩地域に大きな被害が想定され、震度６強以上の範囲は多摩地域の約２割に広がる。
○ 建物被害は１６１,５１６棟、死者は４,９８６人と想定

冬・夕方（風速８m/s）

物
的
被
害

建物被害 １６１,５１６ 棟

要
因
別

揺れ等 ７０,１０８ 棟

火災 ９１,４０８ 棟

人
的
被
害

死者 ４,９８６ 人

要
因
別

揺れ等 ３,０６８ 人

火災 １,９１８ 人

負傷者 ８１,６０９ 人

要
因
別

揺れ等 ７４,３４１ 人

火災 ７,２６９ 人

避難者 約２７６万 人

全壊棟数分布 焼失棟数分布

多摩東部直下地震（M7.3）の震度分布

東京における被害想定（多摩東部直下地震）

4

※小数点以下の四捨五入により合計が合わない場
合がある。

※揺れ等には、液状化、急傾斜地等の被害を含む。
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■災害時医療連携体制 

平成 7 年に発生した阪神・淡路大震災を契機として、被災地の医療の確保や被災地域への

医療支援を行うことを目的として災害拠点病院などの受入れ体制が整備されました。東京都

においては、全ての医療機関を「災害拠点病院」、「災害拠点連携病院」、「災害医療支援病院」

及び「診療所等」のいずれかに区分し、医療機関が有する機能に応じて役割分担を定めてい

ます。当圏域では、4 病院が災害拠点病院に指定されています。 

 
【災害時における医療機関等の役割】 

 

 

また、東京都は、東日本大震災の教訓を踏まえた新たな災害医療体制について、東京都災

害医療協議会での検討結果を平成 26年に東京都地域防災計画に反映させるとともに、地域の

医療機能が低下した場合に、必要な医療救護活動を適切に行うための活動指針として、平成

28 年に「災害時医療救護活動ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を策定しまし

た。 

ガイドラインでは、大規模災害発生時において医療機能が適切に確保され、災害医療が円

滑に行われるよう、災害医療体制の基本事項や、発災直後から 3 か月以降の中長期に至るま

での 6 つのフェーズごとに医療救護活動に関する標準事項を整理しました。 

種別 役割
圏域の医療機関

（令和６年１月１日現在）

災害拠点病院
主に重症者の収容・治療を行う都が
指定する病院

＜４病院＞
公立昭和病院
東京都立多摩北部医療センター
東京病院
佐々総合病院

災害拠点連携病院
主に中等症者又は容態の安定した重
症者の収容・治療を行う都が指定す
る病院

＜７病院＞
新山手病院
久米川病院
複十字病院
前田病院
西東京中央総合病院
保谷厚生病院
武蔵野徳洲会病院

災害医療支援病院
主に専門医療、慢性疾患への対応、
区市町村地域防災計画に定める医療
救護活動を行う病院

＜３０病院＞
災害拠点病院及び災害拠点連携
病院を除く全ての病院

診療所
診療所
歯科診療所

・専門的医療を行う診療所（救急告
示医療機関・透析等）は、原則とし
て診療を継続
・区市町村地域防災計画に定める医
療救護活動

緊急医療救護所
・速やかに災害拠点病院等の近接地
に設置
・トリアージと軽症者に対する治療

避難所医療救護所
・主に急性期以降、避難所内に設置
・地域住民への医療機能の提供

病院

救護所
(市設置）

種別 役割
圏域の医療機関

（令和６年１月１日現在）

災害拠点病院
主に重症者の収容・治療を行う都が指
定する病院

＜４病院＞
公立昭和病院
東京都立多摩北部医療センター
東京病院
佐々総合病院

災害拠点連携病院
主に中等症者又は容態の安定した重症
者の収容・治療を行う都が指定する病
院

＜７病院＞
新山手病院
久米川病院
複十字病院
前田病院
西東京中央総合病院
保谷厚生病院
武蔵野徳洲会病院

災害医療支援病院
主に専門医療、慢性疾患への対応、区
市町村地域防災計画に定める医療救護
活動を行う病院

＜３０病院＞
災害拠点病院及び災害拠点連携病
院を除く全ての病院

診療所
診療所
歯科診療所

・専門的医療を行う診療所（救急告示
　医療機関・透析等）は、原則として
　診療を継続
・区市町村地域防災計画に定める医療
　救護活動

緊急医療救護所
・発災後、速やかに災害拠点病院等の
　近接地に設置
・トリアージと軽症者に対する治療

避難所医療救護所
・主に急性期以降、避難所内に設置
・地域住民への医療機能の提供

病院

救護所
（市設置）
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■災害時医療連携体制 
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また、東京都は、東日本大震災の教訓を踏まえた新たな災害医療体制について、東京都災

害医療協議会での検討結果を平成 26年に東京都地域防災計画に反映させるとともに、地域の

医療機能が低下した場合に、必要な医療救護活動を適切に行うための活動指針として、平成

28 年に「災害時医療救護活動ガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を策定しまし

た。 

ガイドラインでは、大規模災害発生時において医療機能が適切に確保され、災害医療が円

滑に行われるよう、災害医療体制の基本事項や、発災直後から 3 か月以降の中長期に至るま

での 6 つのフェーズごとに医療救護活動に関する標準事項を整理しました。 

種別 役割
圏域の医療機関

（令和６年１月１日現在）

災害拠点病院
主に重症者の収容・治療を行う都が
指定する病院

＜４病院＞
公立昭和病院
東京都立多摩北部医療センター
東京病院
佐々総合病院

災害拠点連携病院
主に中等症者又は容態の安定した重
症者の収容・治療を行う都が指定す
る病院

＜７病院＞
新山手病院
久米川病院
複十字病院
前田病院
西東京中央総合病院
保谷厚生病院
武蔵野徳洲会病院

災害医療支援病院
主に専門医療、慢性疾患への対応、
区市町村地域防災計画に定める医療
救護活動を行う病院

＜３０病院＞
災害拠点病院及び災害拠点連携
病院を除く全ての病院

診療所
診療所
歯科診療所

・専門的医療を行う診療所（救急告
示医療機関・透析等）は、原則とし
て診療を継続
・区市町村地域防災計画に定める医
療救護活動

緊急医療救護所
・速やかに災害拠点病院等の近接地
に設置
・トリアージと軽症者に対する治療

避難所医療救護所
・主に急性期以降、避難所内に設置
・地域住民への医療機能の提供

病院

救護所
(市設置）
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そして、都、二次保健医療圏、区市町村を単位とした三階層の災害医療体制を導入し、そ

れぞれに災害医療コーディネーターを設置し、情報の集約一元化を図るとともに、医療救護

活動を統括し、調整を行うこととしました。また、各市においては、医療救護活動拠点を設

置し、区市町村災害医療コーディネーター、地区医師会及び関係機関と連携し、人的被害や

医療機関等の被災状況を把握したうえで、医療救護所（緊急医療救護所や避難所医療救護所）

の設置を行うこととしました。また、医療救護所における傷病者の搬送体制を関係機関と協

力して構築することとなっています。 

 

【超急性期・急性期における三階層】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 ※2 

 
 
 
 ※1 

 
 
 
 

 

  

東京都災害医療コーディネーター
都内全域の医療救護活動を統括・調整

都に対し、医学的助言

地域災害医療コーディネーター
二次保健医療圏の医療救護活動を統括・

調整

区市町村災害医療コーディネーター
区市町村内の医療救護活動を統括・調整

区市町村に対し医学的助言

東京都災害対策本部

医療対策拠点

医療救護活動拠点

東京都

区市町村

二次保健医療圏

情報収集、救出・救助

等の審議、対策

都が、医療救護活動の統括・調

整を行う場所として、地域災害

中核病院等に設置する拠点

区市町村が、医療救護所や在宅療養

者の医療支援に関して、調整・情報

交換するために設置する拠点

※1 Disaster Medical Assistance Team の

略。災害現場で東京消防庁と連携し

て、救命処置等を行う災害医療派遣チ
ーム 

※2 Staging Care Unit の略。航空搬送拠

点臨時医療施設。主に航空機搬送を実
施するための臨時医療施設 

資料：東京都保健医療局「東京都保健医療計画」（令和 6 年 3 月改定） 
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医療対策拠点
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都が、医療救護活動の統括・調

整を行う場所として、地域災害

中核病院等に設置する拠点
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※2 Staging Care Unit の略。航空搬送拠

点臨時医療施設。主に航空機搬送を実
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資料：東京都保健医療局「東京都保健医療計画」（令和 6 年 3 月改定） 

－ 155 －

第
２
部
各
論 

第
３
章



第 2 部 各論 

- 156 - 
 

災害時に必要となる医薬品については、都や災害拠点病院等での備蓄に加え、区市町村は

医薬品卸売販売業者と協定を締結しています。また、区市町村は、災害薬事センターを設置

し、災害薬事センター長を災害薬事コーディネーターに指定し、地域の災害医療が円滑に進

むよう薬事に関する調整を行うこととしています。 

当圏域では、地域災害拠点中核病院である公立昭和病院より指定された地域災害医療コー

ディネーターが中心となって圏域の地域災害医療連携会議1を開催し、地域の実情を踏まえた

災害時の医療連携体制について検討しています。令和 5 年には公立昭和病院をはじめ、圏域

各市、病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所などが東京都災害医療図上訓練に参加

し、発災時の各機関の役割や連携方法を確認しました。また、圏域各市においては、防災訓

練等で医療救護所開設や医療救護活動に関する訓練を行っています。 

 
1 地域災害医療連携会議：地域災害医療コーディネーターを中心に、病院、医師会・歯科医師会・薬剤師会、区市町村等

の関係機関を構成メンバーとして、情報共有や災害医療に関する具体的な方策の検討、医療連携体制の構築を目的に、

平時及び発災後に開催する会議 

 コラム 令和５年度東京都災害医療図上訓練 
-公立昭和病院、市、東京都- 

東京都では二次保健医療圏を単位とした図上訓練を 12 の保健医療圏を 3 つに分けて、毎

年 4 圏域ごとに実施しており、令和 5 年 12 月には当圏域を含む 4 つの圏域で同時に実施

しました。当圏域においては地域災害拠点中核病院である公立昭和病院を中心に行われ、当

日、公立昭和病院の訓練会場には、公立昭和病院、圏域５市、東京都等の職員約 50 名が参

集しました。 

訓練は 12 月に多摩東部直下型地震が発生した想定で、二次保健医療圏ごとに傷病者の搬

送、受入医療機関の調整、医療救護班等の応援医療チームの要請や派遣などを机上で行うと

いうものでした。今回の訓練では、広域災害救急医療情報システム（EMIS）1やクロノロジ

ー2 による情報共有に加え、オンラインで都と各圏域の医療対策拠点を結び、会議を開催し

ました。 

訓練を通して災害医療コーディネーターや東京 DMAT 等の発災時の動きを具体的に捉え

ることができ、要医療者への対応、医療機関・圏域５市との連携、Web 会議などのオンラ

インの活用方法等の課題を把握する機会となりました。 

令和 5 年 12 月 16 日に実施した図上訓練の様子 

1 広域災害救急医療情報システム（EMIS）：災害時における医療機関の稼働状況、被災状況、避難所、医療

救護所等の情報など、災害医療に関する情報を共有し、被災地域での迅速かつ適切な医療・救護活動を支

援することを目的に導入された国、都道府県、区市町村、災害拠点病院などの医療機関、医療関係団体、

消防、保健所等の間の情報ネットワークシステム 

2 クロノロジー：災害時の状況または活動内容を時系列に記録・整理したもの 
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災害時に必要となる医薬品については、都や災害拠点病院等での備蓄に加え、区市町村は

医薬品卸売販売業者と協定を締結しています。また、区市町村は、災害薬事センターを設置

し、災害薬事センター長を災害薬事コーディネーターに指定し、地域の災害医療が円滑に進

むよう薬事に関する調整を行うこととしています。 

当圏域では、地域災害拠点中核病院である公立昭和病院より指定された地域災害医療コー

ディネーターが中心となって圏域の地域災害医療連携会議1を開催し、地域の実情を踏まえた

災害時の医療連携体制について検討しています。令和 5 年には公立昭和病院をはじめ、圏域

各市、病院、医師会、歯科医師会、薬剤師会、保健所などが東京都災害医療図上訓練に参加

し、発災時の各機関の役割や連携方法を確認しました。また、圏域各市においては、防災訓

練等で医療救護所開設や医療救護活動に関する訓練を行っています。 

 
1 地域災害医療連携会議：地域災害医療コーディネーターを中心に、病院、医師会・歯科医師会・薬剤師会、区市町村等

の関係機関を構成メンバーとして、情報共有や災害医療に関する具体的な方策の検討、医療連携体制の構築を目的に、

平時及び発災後に開催する会議 

 コラム 令和５年度東京都災害医療図上訓練 
-公立昭和病院、市、東京都- 

東京都では二次保健医療圏を単位とした図上訓練を 12 の保健医療圏を 3 つに分けて、毎

年 4 圏域ごとに実施しており、令和 5 年 12 月には当圏域を含む 4 つの圏域で同時に実施

しました。当圏域においては地域災害拠点中核病院である公立昭和病院を中心に行われ、当

日、公立昭和病院の訓練会場には、公立昭和病院、圏域５市、東京都等の職員約 50 名が参

集しました。 

訓練は 12 月に多摩東部直下型地震が発生した想定で、二次保健医療圏ごとに傷病者の搬

送、受入医療機関の調整、医療救護班等の応援医療チームの要請や派遣などを机上で行うと

いうものでした。今回の訓練では、広域災害救急医療情報システム（EMIS）1やクロノロジ

ー2 による情報共有に加え、オンラインで都と各圏域の医療対策拠点を結び、会議を開催し

ました。 

訓練を通して災害医療コーディネーターや東京 DMAT 等の発災時の動きを具体的に捉え

ることができ、要医療者への対応、医療機関・圏域５市との連携、Web 会議などのオンラ

インの活用方法等の課題を把握する機会となりました。 

令和 5 年 12 月 16 日に実施した図上訓練の様子 

1 広域災害救急医療情報システム（EMIS）：災害時における医療機関の稼働状況、被災状況、避難所、医療

救護所等の情報など、災害医療に関する情報を共有し、被災地域での迅速かつ適切な医療・救護活動を支

援することを目的に導入された国、都道府県、区市町村、災害拠点病院などの医療機関、医療関係団体、

消防、保健所等の間の情報ネットワークシステム 

2 クロノロジー：災害時の状況または活動内容を時系列に記録・整理したもの 
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■災害時保健活動体制 

 災害時保健活動とは、災害発生時から被災住民の生命や安全な暮らしの確保を図り、避難

生活に伴う二次的な健康被害を予防しながら、被災地域全体の早期復興へ向けた中長期的な

支援を行うことです。 

市町村は、避難所、二次避難所1（福祉避難所）、在宅など様々な場で生活する被災住民の

健康管理及び処遇調整を行います。これらの活動を通して、住民の健康ニーズを把握し、関

係者とのネットワークを組みながら地域の健康課題を解決していきます。被災者の心身両面

での健康維持をはじめ、感染症のまん延、食中毒の予防等のため、避難所等において良好な

衛生状態が保たれるよう努めるとともに、被災者の健康状態を十分に把握し、必要な措置を

講じていきます。特に、発災直後から復興までの時間の経過や生活の場の変化に伴い、人々

の生活や心身の状況や保健医療福祉ニーズは変化していきます。そのため、保健活動は各ニ

ーズ等の特徴を踏まえた活動を行うことが重要です。 

保健所は、被災市に情報・連絡調整役の保健師等(リエゾン)を派遣するとともに、得られた

情報により、外部からの応援チームの派遣調整を行い、各市の保健活動を支援します。また、

避難所における環境衛生、食品衛生については、「環境衛生指導班」や「食品衛生指導班」を

編成し、避難所等の運営等、市の衛生管理対策に対し、指導・支援を行います。さらに、感

染症集団発生時には疫学調査を実施し、各市と協力して感染拡大防止対策等を実施するとと

もに、入院対応が必要な感染症患者が発生した場合、入院先及び移送手段の確保を行います。 

当圏域において保健所は、令和元年度から 3 か年で課題別地域保健医療推進プランとして

「災害時における保健活動体制強化事業」に取り組み、発災時の市と保健所との連携連絡体

制表や、新型コロナウイルス感染症患者の避難対応のための様式類の作成等を行いました。 

また、毎年災害対策研修を開催し、圏域各市の災害時保健活動体制整備を支援しています。 

これまでの災害では、一気に被災地の支援ニーズが膨れ上がる一方で、被災都道府県等の

指揮調整部門が混乱し、情報の集約もままならず、迅速な保健医療福祉活動の展開が困難に

なる状況が見られました。指揮調整機能の低下は、防ぎ得た死や二次健康被害の拡大につな

がります。 

東日本大震災などでの教訓から、被災した地方公共団体の災害時保健医療指揮調整機能等

を応援する体制の必要性の機運が高まり、国は、平成 30 年に災害時健康危機管理支援チー

ム（以下、「DHEAT2」という。） 活動要領を発出し、DHEAT が制度化されました。 

DHEAT の役割は、被災都道府県庁の保健医療福祉調整本部及び保健所（保健所支援とし

ての市町村支援を含む。）における指揮調整（マネジメント）機能の支援です。 

東京都においても、DHEAT 派遣候補者の名簿作成や研修開催により備えています。 

 

 
1 二次避難所：自宅や避難所での生活が困難な方（主に高齢者・障害者・乳幼児などの要配慮者）を受け入れるための施

設 
2 DHEAT（ディーヒート）（Disaster Health Emergency Assistance Team）：災害時健康危機管理支援チーム。医

師、薬剤師、保健師等で編成され、被災地の保健医療行政の指揮調整機能を応援する専門的な研修・訓練を受けたチー

ム 
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【災害時保健活動ニーズと活動の経時変化】 

 

 

 

 

 

■要配慮者等への支援 

 平成 25年の災害対策基本法の改正により、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等の災害時に

おいて特に配慮を要する人は、要配慮者と位置付けられました。要配慮者は、災害時に情報

把握、避難、生活手段の確保などを、円滑かつ迅速に行いにくく、また、災害発生から復興

するまでの間、社会的な支援やこれまで利用していたサービスが限定されてしまう恐れがあ

ります。「自助・共助」を念頭に置き、個々の状況に合わせた「事前の準備」を十分に行うこ

とが重要です。 

 要配慮者のうち、災害が発生または発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難

な方で、避難のために支援を要する方は、平成 25年の災害対策基本法の改正で避難行動要支

援者と位置づけられ、市町村には、避難行動要支援者名簿の作成が義務付けられました。 

令和３年５月の災害対策基本法等の改正により、避難行動要支援者名簿に掲載された避難

行動要支援者ごとに避難支援者などをあらかじめ定める個別避難計画の作成について、市町

村の努力義務とされました。特に、優先度の高い方については、おおむね５年程度で作成す

ることとされました。 

一方、自宅で人工呼吸器を使用している方にとって、地震などの災害に伴う停電などは、

命に直結する大きな問題です。東京都は、平成 24年に「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時

支援指針」を策定して基本的な考え方を示すとともに、在宅人工呼吸器使用者が自宅で療養

を継続するための電源確保や風水害からの避難方法・タイミングなど、災害時の備えや行動

をあらかじめ定めておくための「災害時個別支援計画作成の手引」を作成しました。各市は、

保健所と連携しながら在宅人工呼吸器使用者等の個別支援計画の作成を進めています。 

 

※1 Disaster Psychiatric Assistance Team の略。 

災害派遣精神医療チーム。精神科医療の提供、精神保健活動の支援を行うために研修・訓練を受けた専門的なチーム。  

 

資料：日本公衆衛生協会/全国保健師長会 「災害時の保健活動推進マニュアル」（令和 2 年 3 月） 

 

※1 

3 
 

  
図１ 災害時の公衆衛生の目的 

 

 

図２ 災害時保健医療ニーズと活動の経時変化 

  

Ⅱ 本マニュアルの体系 

 本マニュアルは、令和２年３月時点の災害対策基本法、災害救助法、厚生労働省防災業務

計画及び厚生労働省から発出されている各種通知やガイドラインを反映するとともに、厚生

労働科学研究費による研究成果の一部を参考に、平成 30 年度・令和元年度の地域保健総合推

進事業「災害時の保健活動推進マニュアルの作成」・「同周知」（分担事業者：松本珠実）によ

り作成したものである。 

2 
 

Ⅰ 災害時の保健活動の目的 

 保健師をはじめとした保健医療活動を担う行政職員が災害時に担うものは、「防ぎ得る死と

二次健康被害の最小化」である（図１）。そのため行うべき対策としては、 

１医療対策 

２保健予防対策 

３生活環境衛生対策の３つがあり、 

 これらの対策を確実に遂行し、命と健康を守ることが使命である。当然、災害時の保健医

療活動に対する平常時の備えが最も重要であるが、たとえ準備が十分に整っていても、その

想定を超えるのが災害である。どのような災害であっても、保健医療活動を担う行政職員と

して発災時点の準備状態で災害に立ち向かわなければならないことから、迅速かつ最も効果

的に活動するために、常に必要な準備や具体的対応を本マニュアルで示している。 

被災者の健康課題は、災害発生直後からフェーズにより中長期的かつ多岐にわたり表面化

する。災害直後は、特に人命の救助、救護等の医療ニーズが多く、その後は避難所の集団生

活による感染症の発生、慢性疾患の悪化、生活不活発病、メンタルヘルスの悪化等、保健や

生活環境に係る健康課題が増大してくる（図２）。しかし、災害時の健康課題は災害の種類や

規模、被災地の地域特性等により、必ずしも同じ順序で表出してくるわけではなく、医療・

保健・福祉・生活等の健康課題が、災害発生直後から混在・重複して表出することが多い。し

たがって、災害直後の急性期から復旧・復興期までの中長期にわたって、様々な健康課題に

対応すべく３つの対策を切れ目なく提供できる体制を構築していくことが重要である。その

ため、それぞれの職種が単独に活動するのではなく、様々な職種による保健医療活動チーム

が組織としてかつ効果的に対応できるよう、被災市町村、管内保健所及び都道府県庁におい

て情報の一元化及び共有化を図り、必要な支援活動を行うための連携・協働による体制づく

りが重要である。 

 また、災害時に迅速に対応するためには、早期に災害モードへの切り替えを行い対応する

ことが重要である。災害直後は時間との闘いであり、迅速かつ適切な判断を適時に求められ、

効果的かつ効率的なマネジメントとして「被災地域のアセスメント」「活動計画の立案」「資

源確保と組織づくり」「進捗管理と評価」が必要であり、これらを PDCA サイクルとして動か

し続けることが重要である。 

また一方で、災害規模にもよるが、公助による支援に限界があることを踏まえ、災害時は

「自助」を基本としつつ、特に避難行動要支援者等の避難支援には「共助」による支援が不

可欠である。そのため、迅速かつ的確に支援ができるよう、平常時から自助・共助・公助の相

互連携による地域の防災力（共助力）を高めるための取組も並行して必要である。 

保健医療活動を担う行政職員として、これらの対策を確実に実行するため、どの立場にい

ても誰もが同じように対応できるよう、平常時から関係機関と体制づくりを行い、災害時の

保健医療活動に対する備えをする必要がある。 

3

※ 1
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【災害時保健活動ニーズと活動の経時変化】 

 

 

 

 

 

■要配慮者等への支援 

 平成 25年の災害対策基本法の改正により、高齢者、障害者、妊産婦、乳幼児等の災害時に

おいて特に配慮を要する人は、要配慮者と位置付けられました。要配慮者は、災害時に情報

把握、避難、生活手段の確保などを、円滑かつ迅速に行いにくく、また、災害発生から復興

するまでの間、社会的な支援やこれまで利用していたサービスが限定されてしまう恐れがあ

ります。「自助・共助」を念頭に置き、個々の状況に合わせた「事前の準備」を十分に行うこ

とが重要です。 

 要配慮者のうち、災害が発生または発生するおそれがある場合に自ら避難することが困難

な方で、避難のために支援を要する方は、平成 25年の災害対策基本法の改正で避難行動要支

援者と位置づけられ、市町村には、避難行動要支援者名簿の作成が義務付けられました。 

令和３年５月の災害対策基本法等の改正により、避難行動要支援者名簿に掲載された避難

行動要支援者ごとに避難支援者などをあらかじめ定める個別避難計画の作成について、市町

村の努力義務とされました。特に、優先度の高い方については、おおむね５年程度で作成す

ることとされました。 

一方、自宅で人工呼吸器を使用している方にとって、地震などの災害に伴う停電などは、

命に直結する大きな問題です。東京都は、平成 24年に「東京都在宅人工呼吸器使用者災害時

支援指針」を策定して基本的な考え方を示すとともに、在宅人工呼吸器使用者が自宅で療養

を継続するための電源確保や風水害からの避難方法・タイミングなど、災害時の備えや行動

をあらかじめ定めておくための「災害時個別支援計画作成の手引」を作成しました。各市は、

保健所と連携しながら在宅人工呼吸器使用者等の個別支援計画の作成を進めています。 

 

※1 Disaster Psychiatric Assistance Team の略。 

災害派遣精神医療チーム。精神科医療の提供、精神保健活動の支援を行うために研修・訓練を受けた専門的なチーム。  

 

資料：日本公衆衛生協会/全国保健師長会 「災害時の保健活動推進マニュアル」（令和 2 年 3 月） 

 

※1 
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課    題   

（１）災害時に迅速かつ的確に人命の救援・援助を行うためには、医療機関の情報や災害現

場における負傷者等の情報を迅速かつ正確に把握し、医療資源を最大限有効に活用して

いくことが求められています。このため、東京都地域防災計画等を踏まえ、初動医療体

制の確立、医薬品・医療資器材の確保等に適切に対応していく必要があります。 

 

（２）保健衛生の確保及び健康管理に関する活動を速やかに実施できる体制を整える必要が

あります。 

 

（３）避難所や在宅の要配慮者等への支援に取り組む必要があります。特に、在宅人工呼吸

器使用者等については、災害時に安全に避難行動がとれるよう支援体制整備を強化する

必要があります。 

 

今後の取組   

（１）災害時医療体制の充実 

地域災害医療コーディネーター、市災害医療コーディネーター、災害拠点病院、医師

会、市等各機関は、地域災害医療連携会議や各市の地域防災会議等を活用し、初動医療

体制の確立、医薬品・医療資器材の確保等に適切に対応できるよう連携・協力し、体制

整備の充実を図ります。また、災害医療体制について、関係機関が共同で定期的に訓練

を行い、災害時における医療機能の実現、確保に努めていきます。 

 

（２）災害時保健活動の体制強化 

市は、平時において保健活動マニュアル等を整備し、保健活動の体制整備を行います。

また、避難所等における健康の維持、管理及び増進が適切に行われるよう、避難所等の

保健衛生指導のためのマニュアル等を平時から整備するなど、体制整備を行います。 

保健所は、各市、関係機関を対象に、災害時保健活動に関する研修等を実施するほか、

各市が策定する保健活動マニュアル等に対し、技術的な支援を行います。 

 

（３）避難行動要支援者・要配慮者対策の充実 

市・保健所は、災害が発生した場合の「事前の準備」を市民に呼びかけるため、様々

な媒体を利用し、普及啓発を行います。 

市は、避難行動要支援者名簿や個別避難計画の作成、関係者との情報共有、対象者ご

との具体的な処遇調整方法の検討など、避難行動要支援者・要配慮者に対する対策を強

化するとともに、把握した対象者全員の個別支援計画の策定に努めます。特に、在宅人

工呼吸器使用者については、患者ごとの災害時個別支援計画を策定し、医療機関等への

搬送など避難計画を具体化していきます。 

保健所は、各市が在宅人工呼吸器使用者等の個別支援計画を適切に作成できるよう、

研修等の支援を行います。 
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 保健医療の指標 

重点目標 災害時連携体制の強化・平常時における準備 

 

指標 研修・訓練等の実施、マニュアル等の整備 

ベースライン 令和５年度 

指標の方向 

目標値 
充実させる 

 

 コラム 能登半島地震応援派遣 -保健所- 

東京都は、令和 6 年 1 月に発生した能登半島地震に 

あたり、石川県からの依頼に基づき国からの派遣要請を 

受け、DHEAT 班、保健師班の派遣を行いました。DHE 

AT 班は都保健所職員の編成で 5 班まで、保健師班は特 

別区、保健所設置市と連携し、16 班まで派遣しました。 

DHEAT 班は、石川県庁支援として、長寿社会課を支 

援する業務を行いました。 

保健師班は、1.5 次避難所に位置づけられた、いしか 

わ総合スポーツセンターにおいて、住民の健康管理・衛 

生管理等の業務を行いました。1.5 次避難所とは、能登 

半島地震において石川県が災害関連死を防ぐために、高 

齢者や妊婦など配慮が必要な人を中心に、宿泊施設や高 

齢者施設などの「2 次避難所」への受入れの調整がつく 

までの期間に滞在する避難所です。避難者が安心安全に 

過ごすことができるよう様々な関係職種と連携を取りな 

がら、避難所内をまわり、一人一人の日々の健康管理や 

相談対応を行いました。また、手洗い場やトイレなどの 

衛生管理、体調不良者への対応など、避難所の感染症予 

防対策を行いました。 

多摩小平保健所では、被災地派遣の経験を今後に活か 

していくために、報告会を中心とした災害対策研修を実 

施し、保健所職員だけではなく、管内の市職員に対して 

も共有を行いました。今後も圏域全体の災害対策の向上 

に努めていきます。 

DHEAT 班 

県庁内執務室での引継ぎ 

保健師班活動場所 

いしかわ総合スポーツセンター 

保健師班活動の様子 
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